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ソ連邦崩壊後のこの約10年間,萩 生 ロシアでは市場経済化 とそれに対応す る会計改革が進展 して
きた。それは,強 度の中央集権的計画経済 から主に国有企業の民営化を通 しての市場経済への移行
であ り,そ の創出 され た市場の もとでの様々な経済主体のための新 しい会計システ ムの構築である。
この市場経済への移行 と新 しい会計システムの構 築は,1990年代末にはその大筋 と枠組みを確立 し,
21世紀に入 ったいま新 しい状況のもとで新たな展開をみせている。
そこで本稿では,ま ず これまでの市場経済化 と会計改革の経緯を通観 した うえで,ソ 連邦崩壊後の会




民営化の国家政策 は,ロ シアでは1991年に公式的に宣言 され た。 だが,す でにペ レス トロイカの もと
で脱国有化,市 場 経済化 の道が求 め られ ていた。それは,ソ 連邦 の国有企業法(1987年),企業法(1990
年)や ロシア共和国 の企業 と企 業活動法(1990年)な どが,そ の後 の民営化に とって有利な条件 を作 り
出 していた こ とにみ られ る。 この1980年代中葉か ら民営化の公 式宣言前 までの民営化 は,f潜在的な潜
伏時の 民営 化」(cKpblTafi,"aTeHTHaAIIpIIBaTll3allIIH)と いわれ る。 これ
が第1段 階の 民営化 であ る([2]68)。




な非国有化が始まった。 この企業の国有状態か らの離脱は,バ ウチャー(Bayqep,国 有資産の無
償譲渡を示す証券)の 全国民への交付(1992年)から着手された。交1寸されたバウチャーは,民 営化 さ
れた企業の株式 との直接交換 などに使われた。 このバ ウチャー有効期限が切れる1994年後には,国 家が
保有する民営化対象企業の株式等の有償売却に よる民営化が進められていった。 こうした1992年か ら
1995年までの非国有化は,第2段 階の民営化 といわれ る([2]70)。
っつ く1996年か らは非国有企業の実相が,完 壁な私的企業のそれへと漸次転換 していく過程が開始さ
れる。その際,一方でマフィアによって管理 され る非国有企 業が出現するよ うな状況 を生み出しなが ら,
他方で民営化 された企業が 自然人や法人の所有に基づいて合法的な資本主義企業へ と転換 してい くこと
になる。後者のバ リアン トは,企 業が契約締結や企業間取引に基づいて,有 用な商品 ・役務の需要を充
足 し,利 益を上げ,租 税 を納入 してい く経営 を法律の枠内で行 うことを指向 している。 こうした個々の
企業活動の結果 として市場が形成 され る。
だが,そ の過程の前半では,創出されていく市場での企業経営の競争力の確立を巡って,財 産 ・所有権
の再分割が行われ る。 それは,労 働集団が もった新 しい資本部分に対するロシア(ま たは外国)の 新興
の株主 ・投資家,産 業グループの買占めであ り,ま た国家がまだもっている株式パッケージの売却であ
る。過程の後半では,再 編 された企業所有者が広 く社会的に認 められてい く。 この所有権の社会的認知
によって私的企業には,危 険のない安全な条件下での将来のための生産の発展へのモチベーシ ョンが生
まれ,そ の投資も行われてい くこととなる。 この1996年か ら金融危機(1998年)を挟 んだ今 日までの時
期は,第3段 階の民営化 といわれる([2]82)。
1会 計改革の軌跡
会計改革 も,上 記の3つ の段階の民営化を通 して創出 されてくる市場経済に対応 して進展 してきた。
民営化の第1段 階では,ま だ西側会計への移行 を公式には宣言 されていなかったが,す でにソビエ ト
会計か らの乖離が潜在的に進んでいた。例えば,ペ レス トロイカで出現 した西側 との合弁企業の会計モ
デルが作 られたが,モ デルにはのちに広 く普及す ることになる西側の会計経験が初めて盛 られた。 また
先に触れた国有企業法は,固 定資産の減価償却を更新用 と大修繕用 を同時に実施するソビエ ト会計独特
の方法 を廃止 し,更新用償却のみの算定と した。っつ く企業法は,一 方で監査機能 を強化 し他方で企業
の営業秘密 を容認 した。さらに企業 と企業活動法は,会 計をマクロ会計である統…国民経済計算の 一環
とみた従前の考えを放棄するとともに,「営業秘密 を含む特殊なコ ミュニケL-一一・ション」([1]50)として,
国の定めた方法で財務諸表を作成 ・開示することを定めた。 よって,ペ レス トロイカ期 と重なるこの時
期の会計改革は 「潜在的な潜伏時の会計改革」 と呼ぶ ことができる。ikl
民営化が第2段 階 となるig92年,発達 した市場経済で国際的に広 く採用 されている西側会計への移行




(2月12日)され た([15〕43)。ここに,ソ ビエ ト会計か ら西側会計へ の移行 が国家施策の1つ として公
然かっ合法的 に開始 され た。全社会の経 済計画 立案 のため の会計 デー タを国家へ提供す る統 一国民 経済計
算の1つ で あった会計 は簿記 に旺 め られ ていたので,会 計改革 は企業簿記の改革 か らまず着 手 され た。
と同時 に,新 勘定科 目表雛 形 とその活用 マニ ュアル も設 定 された。 ついで,ソ ビエ ト会計 には西 側 のよ
うな会計 基準 や財 務 諸表基 準 がなか ったので,会 計 と財務 諸表の規程(基 準)が 制定 され た。 また,こ
の規程 を補完 す る制定 年度 と連 番 を付 した一 連 の会計規 程(fio∬omeHHeno6yxraJl-
TepcKoMyytleTy,略 してnBy)も 制定 され,そ の第1号 と して会計方針 の規程(fiByI/94)
が制定 され た。さらに,ソ 連時代 には財 務諸 表は開示 されず,そ の監査 も官庁 内財務 統制 であっ たの で,
公認 会計士や監 査法人に よる監査制度の構 築 もロシア連邦大統領令(1993年)で着 手 した。 そ して約5年
間の会 計改革 を総 括 して,新 生 ロシアに おけ る会計規制 の在 り方を包括 的 に規定 した遵 法会計法が,1996
年11月21日 に成立 した([16]5,[29]34)。こ うして,1992年の西側会計へ の移行 の公 式宣言 か ら1996
年の連邦会計 法 の成 立 までの期 間は,新 生 ロシアの規範 的会計規制 システ ム(CHCTeMaHop-
MaTItBHoroperynHpoBaHtifl6yxranTepcKoroyqeTa)の 枠組み が構
築 され てい く段 階で あ り,そ れ は民営 化の第2段 階 と対応 した。注2
諸会計法規 の頂 点に 立つ連 邦会計法成 立後 には,市 場経 済に呼応 して生起す る様 々な会計事 象のた め
に制 定 され てい く諸会計 法規 が,規 範 的会計規 制 システムの枠組み の中に適応 の位 置 を占めていった。
とくに この時 期 におい て多 くの新 しいrlByが 制定 され た。 と同時 に,新 しいllByに 西側会 計の経験
が盛 られ る と,そ の整合 性 を得 るた めに,会 計 と財務諸表 の規程(基 準)を は じめ とす るこれ まで に制
定 した既存 の会計 法規 の補足 ・修正 ・改訂が な されて い った。 また,新 しい経 済環境 の も とで これま で
に構築 して きた 新会計制度 の理論的 基礎 を整理 した 「ロシアの市場経済 におけ る会計概念」(1997年)が
提言 され た。 さらに,1998年3月6日,ロ シア連邦政府 は財 務報告の国際基 準による会 計改編プ ログラ
ムを決定 した([18]9)。この決 定 は形 成 して きた新会計 制度 を西側 の国際会計基準 にい っそ う接 近 させ
るものであ った。 これ らと並行 して,先 の大統領令公布 後には,国際会計士連盟(IFAC)の 国際監査
基準(ISA)に 準 じて監査基準 も制定 され,2001年8月7日,連 邦会計法 と対 になる連 邦監査 法が公
布 された([23]27,[28]1,[31]14)。こ うして,1996年の連 邦会 計法成 立か ら1998年の会計 改編 プ ログラ
ムの政府決 定 を経 て今 日に及 ぶ期間 は,新 生 ロ シアの規範的 会計規制 システ ムの 内実が精 緻化 され てい
く段階であ り,そ れ は民営化の第3段 階 と対応 する。
以上 の市場 経 済化 と会計 改革 とを,両 者 の僅かの ズ レを捨 象 して対応 す る と,下 記の よ うになる。
第1段 階(1980年代 中葉一1991年)
潜在的 な潜伏時 の 民営化 と潜 在的 な潜 伏時の会計改革 .
第2段 階(1992年一1996年)
企業の 国有状態 か らの脱 出 と規範的会計規 制シ ステ ムの枠組み の構築
第3段 階(1997年一 現 在)
非国有企 業 の完壁 な私的 企業 への転換 と規範 的会計規制 システ ムの内実の精 緻化
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以 下 では,第2段 階(1992-1996年)で形成 された規範 的会計規制 システムの枠組 み を若干再考 した
うえで,第3段 階(1997一現在)の 内の とくに1998年の会計改編プ ログ ラム決定後か ら今 日に至 るまで
の会計改革 の新たな る展 開 を追究 しよ う。
皿 規範的会計規制 システムの枠組みの再考
法規の総体 である規範的会 計規制 システム は,表1の よ うに新生 ロシアでは4段 階か らなる。 第1段
階には,ロ シ ア連邦 の国会承 認,政 府決 定,大統領令 な どの法律(3aKOH)と して制 定 され る会計法
規が位置 づけ られ る。 先に触れ た連 邦会 計法,連邦 監査法,監 査活動 の大統領 令 な どが この第1段 階の も
の とな る。 また,従 業員15人 以 下の小事業 に会計,財 務諸 表,課 税 の簡略 的制度 を容認 し,1995年12
月29日 に公布 された連 邦法 もこ こに位 置す る。 さ らに,会 計 をロシア連 邦の管轄事項 とした1993年の
新憲法,会 計 と直接 ・間接 的に関係 す る1994年の民法典第1部(所 有権 ・物権,債 権 総論),1996年の
民法典 第2部(債 権各 論),1995年の株式 会社法(株 式会社の会計),1999年1月か ら採用の税法典第1
部(総 論),2001年1月か ら採 用の税法典 第2部(各 論)も 第1段 階の法律 である。 くわ えて,組 織 と会
計人や 従業員 との労働契約 等 に関係 す る労働 法典(2001年)も第1段 階の法律 となる。



























第II段階 には,ロ シア連 邦財 務省 に よって制定 され る組織 での会計 の実施 に係 わ る原則 ・規則,財 務
諸表 の作成 ・提 出の方法 を定めた 規程(基 準)(IIono}KeIIHe,CTaHAaPT)が 位 置づ け ら
れ る。 その代表的 な会 計法規 は先に触れたrlByで ある。 現時点まで に第1号 か ら第19号 まで 制定 され
てい る(表2参 照)。この表 か ら分 か るよ うに,そ の制定 に際 しては国際会計基準 の採用 を指向 してお り,
それ はの ちにみ る1998年の会 計改編 プ ログ ラム決定後 に顕 著にな ってい る。
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表2一 連の会計規程


































































































(筆者注)補 足 ・変更は既存 のn6yの 部分的修正であ り,改 訂は既 存のll6yを無効 とし.新 版の
nByの 制定を意味する。
(出所)[4]と[5]のデー タに最新 のnByを 追加 して筆者 作成。
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第狙 段階には,組 織 で会計 を実施 す る際 のその方 法 ・手続 に係 わ る訓令(IIHCTpyKtLII兄)や
指示(yKa3aHne)が 位置 づ け られ る。 これ らの会計法規 は,ロ シア連 邦の財 務省,そ の 他の省
庁,ま たは会 計職業団 体な どによ って制 定 され る。財務 省で制定 され る先 に触れ た勘 定科 目表雛 形 とそ
の活 用 マニュアルの 訓令のほか に,生 産物(作 業,役 務)の 原価 計算の勧告 な どの多 くの会計法 規が第
m段 階 に位置づ け られ る。
第IV段階に は,一 般 に認 め られ た原則 ・規則 に基 づいて,個 々の組織 によって作成 され る自己の会計
方針 や財務諸表 への会計情報開示 の 自己のアプ ローチ の管理文書(nOKyMeHT)で あ る。
ところで,rlByと 対 をな し,会 計基準 に相 当す るもの として,「法律」 ではな く 「規 程」の用 語で ロ
シア連 邦財 務省 によ って作成 された先 の会計 と財務 諸表の規程 は,当 初 には第 皿段階 に位 置づけ られ て
い た。 また 当初 にはagil段階 の会計 法規 を制定す る機 関 としてmシ ア中央銀行 も含 まれ,こ の銀 行が会
計 と財務諸表 の規程 と抵触す るこ とな く会計法規 を制 定で きると していた。注3だ が今 日では,会計 と財
務諸表 の規程 は,「ロシア連邦 におけ るロシア連邦政府 の会計に対す る全般的指導の実施 に関 して,連 邦
会計法 の規 定 と関係す る会計 と財務 諸表の規程 は第1段 階の独特の もの」([6]55)とし,ま た第H段 階 に
位 置づ け られ る会計法規 は,そ の制 定協議で諸機 関の参加 がある と して も,最 終的に は 「ロシア連 邦財
務省 のみ」([5]U7)によって制 定 され る,とす る見解がみ られ る.tS4
こ うした状況 の も とで,と くに第U段 階 と第 皿段階 とに位 置す るそれぞれ の会計法規 の新設や既存 の
会 計法規の補足 ・修正 ・改訂が,1998年の会計改編プ ログラム決定 後か ら今 日までに行われて いる。
ロ 規範的会計規制システムの内実の精緻化
1998年の会計改編プ ログラムは,① 投資家への有用 な情報提 供のため に会計 と財 務諸表 の在 り方 の強
化,② 会 計改革 を通 しての ロシア会 計 と国際 会計基準 との調 和化,③ 個々の組織に対 する会計改編 の支
援 を主課題 と し,① 規 範的 法的規制 の改善,② 会計規程(基 準)の 充 実,③ 会計方法論 の訓令 ・指示 の
新設,④ 会 計職 業の確 立,会 計専 門家の資格 向上 と養成,⑤ 国際会 計諸組 織 との連 帯を解 決す る大項 目
と して挙げた。そ して,こ の5っ 大項 口中の具体的 な小 項 目が一覧表で示 された([18]9)。プ ログ ラム
の実現は2000年末まで と したが,そ のすべ てが達成 され てお らず,そ の実現 は今 日まで継続 してい る。
ロシア連邦財 務省 の会計 と報告書 の方法論 局長バカ ーエフ(A .C.BaKaeB)に よる と,ロ シア
経済 を世界経済 システムに組 み入れ,市 場経済 の要請 を保証す るた めに,会 計改編 プ ログラムに は,第1
に これまで に西側 か ら直輸 入 して きた諸会計概 念の理論的整理,第2に これ まで に構築 してきた規範 的
会計規制 システ ムの見直 し,第3に 新 しい経 済的現実 の要請 に応 じた会 計職 業の確立,第4に 会計 要員
の資格向上 と養成 とい う4っ の指向が含 まれ ている とい う([10],[19]4)。
確 か に,1998年前後 か らこの4っ の指 向 に沿 った会 計 改革が 行 われ て きてい る。 上記 の 第1の 指
向の1例 は,先 に触れ た 「ロシア の市場 経 済 にお け る会 計概 念」 の提 言 であ る。mシ ア連 邦財 務省 と
1997年に組 織 され た ロシ ア職 業 会計 士専 門 学校(HIIcTliTyTnpoφeccsloHa"bHblx
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6yxra"TepoBPoccllIt,略 してlal-lB)との共同で纏 め られ,1997年12月29日に公 表 さ
れた この提言 は,① 会計 の 目的,② 会計 組織{ヒの 基礎,③ 会計情報の 内容,④ 会計情報 への要請,⑤ 利
害関係者 のための会計情報 の組成,⑥ 資産,負 債,収 益,費 用の認 識基準 と評価 を規 定 した([17]79)。
第2の 指 向 の例 は,先 に触 れ た会 計 と財務 諸表の規 程(基 準)の 改 訂 とrlByの新設 で ある。1992
年3月20目 に制定 された前 者の規程(基 準)は その後 に部分 的 な補足,修 正 がな され たが,1998年7
月29日 には改訂 された現行 の規程 が出た([20]3,[30]35)。後者 のnByに ついて は,1998年以降 に既
存の ものを改訂 し,新 しいFIByが制定 され た(表2参 照)。そ こには,1)情 報開示 の全般 的諸問題 の
領域(整 理番 号の①,④,⑦,⑧,⑪,⑫,⑯),2)資産 と負債 の領域(③,⑤,◎ ⑭,⑮,⑲),3)財務成果(損
益)の 領域(②,⑨,⑩,⑬,⑰,⑱)に 係 わるそれ ぞれ のnByが ある([22]4)。⑱ のrlByは,日 本 で も
最近(平 成10年)に 制定 された税 効果会計基準 に相 当す るものである。 そ してこの2)の 指向の改革過
程で,会 計 と財務 諸表の規程(基 準)と 一連 のnByに それ ぞれ 対にな って西側会計 の経験が盛 られた。
また,先 に触れ た勘 定科 目表雛形 とその活用マ ニュアル も改訂 され ている。最 初の新勘 定科 目表雛形
は,1991年12月19日に,ソ ビエ ト会計 の旧勘 定科 目表 か ら計画経 済下の取引を把 握す る勘定 を取 り除
き,市場経 済化の取 引を把握す る勘定を導入 して設定 された。会計改革 の出発 は企業簿記か らであ った こ
とや ソビエ ト会 計の残 浮がまだ残存 していたた め,最 初 の勘定科 目表雛形 は数 多 くの勘定科 目を配置 し
た詳細 な ものであ った。 その後それは補足,修 正、改訂 され,2000年10月31日には既存の諸勘定を統
廃合 して 主 要 な勘 定 のみ 配 置 した簡 素 化 され た現行 の 勘 定科 目表 雛形 とその 活用 マ ニ ュアル が 出た
([3],[27]D.1}.sこσ)ことは,これか らの改革の力点 は簿記 か ら会計へ移 った こ とを示 してい る。
第3の 指 向 の 例は,先 に触 れ た ロシア連 邦 大統 領令 の公 布後 に生 まれ た公認 会計 士や監 査法 人 に よ
る職業規 制団 体 の形成 であ る。 この団体の1っ と して1995年5月12日 に設立 した ロシア監査 会議 所
(AyAIITopcKa∫InanaTaPoccHH)は,1996年12月4日 には監査 人職業 倫理法典 を
定めるな どして,監 査活動 の調整 と職業利 益の擁 護に努 めてい る。
第4の 指向の例 は,先 の1'1fiBによる会計人 の研修 と養成 の活動 である。 目的 に関心 を もつ 自然人 と
法人か らな り,組 織内 に各 種の委員会 を設 けてい るIHIBは,ソ 連 時代の会計 の簿記 への後退 で単 な る
記録係 となった会計人の研修 と,構 築 され て くる規範 的会計規 制システ ムに習熟 した会計人の養成 とを,
適応の プ ログ ラムに よって各都 市や 各地方の学習指導セ ンターで取 り組 んでい る。注6
こうした流れ の 中で,現 在では,と くに規範的会計規制 システムの内実 を国際 会計基準へい っそ う接
近させ る検討 が始 まってい る。
V国 際会計基準との調和化に向けで
先に触れたig92年の 西側 会計 への移行 を決定 した ソ連邦崩壊 直後 には,ま だ新生 ロシア会 計人の 中
に一般 に認 め られ た会 計原則(GAAP)と 国 際会計基 準委 員会(IASC,2001年 よ り国際 会計基準
審議会)の 国際 会計基 準(IAS,2001年 よ り国際財 務 報告基準)と を混同す る人 々 もい た([11])。
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そ の後,この誤 解 を国際会計基準の研 究や諸国際会議への参加 などを通 して解 消 し([12]),いま はIASC
をKMCΦO(KoMHTeTnoMeH《Ayl{aponHblMcTaHAapTaMΦHHaH-
coBoRoTyeTHocTHの 略)と 呼び,現 時点 でIASCから公表 され てい る41のIASをMCΦO
(Me>KJLyHaPo八HblecTaHAaPTb1ΦilHaIIcoBoiloTHeTHocT}tの 略)と
称 してい る。 表2の 一連のfi6yはMCtpOに 対応 してお り,例 えば⑱のnBy18/02は第12号IAsの
法人所得税 に準 じている([24]7)。そ して,1992年の決定 に続 く第2弾 の1998年の会計改編 プログラム
の政府決定 に よって,そ れ までに構築 して きた規範的会計規制 システムをMCΦOに いっそ う接近 させ
よ うと してい る。
この新 たな会計改革に あたって,A.C.バ カーエ フは今後 の ロシアの規範的会計規制 システムの在 り
方 と して,4っ の組 織 と4つ のバ リアン トの構想 を示 した([21]4,[22]5)。それは,組 織を①公開型株式
会社,② 国や地 方 自治体の大規模 な単一企業,③ 上記の①,② を除 くその他の組織(閉 鎖 型株式会社,有
限会社一 小事業経営,非営利組織 を除 く),④小事業経営 と非営利 組織 とに区分す る。'っいで,
① の組織に対 しては ロシア会計 基準 とnCΦoと の並行 的な適 用,
②の組織 に対 しては拡充型バ リアン ト(paCmIIpettHt)1ilBaPViaHT)の適用,
③の組織 に対 しては標準型バ リアン ト(cTaHAapTHbぱBapHaHT)の 適用,
④の組織 に対 しては簡易型バ リアン ト(ynpollleHHblnBapltaHT)の 適用
に よって,各 組織 の会計 の実施 と財務 諸表の作成 がそれ ぞれ行 われ る とす る。
そ して,ま ず は先 に触れた情 七日開示 の領域 の財務 諸表 の作成 ・開示が改 善 された。IIBy4/96はIlB
y4/99とな り,公 開型株式会社 の財務諸 表の開示手続(1996年11月28日付財務 省令)と ともに,財 務
諸表の新様式 とその作成 ・提出マニ ュアル(2000年1月13日 付同省令),財務 諸表 の頃 日形成の新手続
(2000年6月28日付同省令)が 示 された。★ この改善 で財務 諸表の開示 手続 とともに,① 貸借対照表,
② 損益計 算書 ③貨幣的 資金変 動報告書,④ 資本変動報告書 の主要な財務諸 表の作成 に際 しては,MC
ΦOの 要請 に応 えて信懲性,真 実性,慎 重性,中 立性,重 要性な どが…段 と強調 された([13])。
さ らに,上 記 の財 務諸表の新様 式の設定な どの作業過程 では,財務諸表作成 の3つ のバ リアン トも考慮
された。それ は,① 簡易型バ リア ン ト(小 事業経営 と非営利組織の もの),② 標準型 バ リア ン ト(大 ・中
規模の営利組織0)もの),③ 多元的バ リアン ト(MHO>KecTBetlHb磁BaPIIaHT ,多種 類の
活動 を し,多 くのセ グメン ト情報 をもつ大規模 な営利組織 のもσ))であった。ついで,会 計改編 プログ
ラム実現の 当初 の最終年度 であ った2000年末に は,未 解決の項 目を整理す る と同時に,先 のA,C,バ
カー エ フの構想 に準 じて,企 業 の各 グルー プ に とっての財務 諸表作成 にそれ ぞれ対応す るアプ ローチの
具体化 とその2001年か ら2005年までの スケ ジュールが策定 された。細 分化的アプロー チ(AHφ φe-
pe}lUilpoBaIu{bぱnOflxOA)に よるそれ は以下の よ うにな る([13])。
1)公開型株 式会社 とその他の組織(有 価 証券が国際資本市場 および(ま たは)ロ シア有価証券市場 で
取引 され る もの)…2005年 度か ら国際会計基 準による連結財務諸表の作成。
2)公開型株 式会社(有 価証券が 資本 市場 で取引 され ,ロ シア連邦の会計法規で財務 諸表を作成す るも
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の)… 財務 諸表 の信恩性や 真 実性 な どを恒 常的 にい っそ う高め る。
3)閉鎖型株 式会社,有 限会 社,単 一会社[小事 業経 営を除 く](ロ シア連邦の会計 法規 で財務 諸表 を作
成す るもの)… 利 害 関係 者 と所 有者の視 点か ら財務 情報 の開示範 囲 を恒常 的に検討 す る。
4)小事 業経営 … 簡 易的方法 での財務 諸表 作成 の可能性 を恒 常的 に示 す。
この場 合,1)の 課題 につい ては,2000年にEUが また2002年5月27日 にS・-uッ パ議会が2005年1
月1日 か らnCΦoに よる連結 財務 諸表の 作成 をそれ ぞれ 決定 した ことが考慮 され た(〔13])。また他方,
vaシアで は政 権 と有 力実業家 との常設 協議機 関で ある政府 付属 「企 業活動会議 」(2002年6月3「]開催)
にお い て,国 際 基 準 へ の 移行 が真 剣 に討 議 され,会 議 の メ ンバ ー で あ る首相 カ シヤ ー ノフ(M .M.
KaCbflllOB)もその移行 を支 持 した([24]6)。注7
こ うした状況 の もとで2003年初頭 に,再 びA.C.バ カーエ フは,連 結財務 諸表の 作成 を国際基準 で行
うこ とと し,そ の スケジ ュール がっ ぎの よ うに示 され た([24]5)。
1)現在,連 結財務諸 表の連 邦法草案 を作成 中で あ り,こ の法律が2004年lA1日 か ら規定の企業集
団に適 用 され る。2)2004年1月1日か ら,MCΦOに よる連結財務 諸表 作成 が フォ ン ド市場で株 式取 引
のある公 開型株 式会社 でな され る。3)2007年1月正日か ら,国 際基 準 による連結財 務諸表 作成 が子会社
のある残 りの公 開型株 式会社 でな され る。4)2010年1月1日後 に,MCΦ0に よる連結財務 諸表 作成 が
法律に従 って活 動す るす べ ての残 りの組織 でな され る。
さらに,こ の連 結財務 諸 表の改 革 を手始 め と して,こ れ までに構築 して きた規範 的会 計規制 シ ステム
と国際 基準 との調 和化 が図 られ て い る。 それ は,先 に触 れたeell段階 に位 置す るnByと 第m段 階 に位
置す るそれ に係 わ る訓 令 ・指示 の それ ぞれ の新設 で ある。MCΦOに 準 じて制 定 されて きたnByは 現
時点で第19号 ま で出 てい るが,当 面2004年1月1日 までに 中間財務 諸表,合 弁 活軌 従属組織 への投
資な どのnByの 新設 が予定 されて い る。 また,既 存 の会計法規 も新設 され たそれ との整 合性 を得 るた
めに補足 ・修 正 ・改訂 され るが,現 在 では第1段 階 に位置す る1996年の連邦会計 法の改訂が考 え られ て
お り,そ の改訂版 には新 しい連結財 務諸表の 条文が盛 られ るといわれ る([22]4)。
こ うした新 た な会 計改 革 の展 開 の もとで,会 計 と財務 報 告の改編 に関す る省庁 聞委員会 は,2003年度
で解決 すべ き諸 課題 を2003年3月6日 付で公 表 した。 表3に み る諸課題 がそれ で ある。 さらに,こ の
諸課題 の解決 に際 して2つ のバ リア ン トが検 討 され た。1っ は,国 家 基準(HaHHOHanbHbln
CTaIIAaPr)とMCΦ0と の並行 的 な採用 のバ リア ン トであ り,も う1つ は,国 家基 準をMCΦ0
に代替 させ るバ リア ン トで ある.ttsそして ロシアで は,「経済誌 関係の規制 のかな りの領 域の 国家 主権
を放棄 す る」([26]29)後者 のバ リア ン トを採 らず,法人組 織 はIViC{POと矛盾 しない財務 諸表 を作成 し,




















財 務省,連 邦有価証券 委員
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ロシア連 邦政府へ答 申 ロシア銀行
n会 計規程(基 準)と その他の法規の制定

















































llMCΦ0に も とつ く連結財務 諸表作成 の専門2003年6月1Hま で






12財務報告の国際基準テキ ス トの ロシア語への翻
訳等のKMCΦ0へ の公式メ ッセー ジの提出
13東欧 諸国で のMCΦOの 適用 問題に関す る会
議への参加 準備(ワ ル シャ ワ,2003年)








(筆者注)★ の会計規程 はす でに制 定 され てい る(表2参 照)。
(出所)[26]29。ただ し引用 に際 しては要約 して掲 出 している。
おわ りに
ロシア企業 が国際基準 に よる財 務報告 がで きる よ うに なるには,も ちろん まだ多 くの解決 すべ き諸 問
題が残 されてい る。そ れは,い ま広 くいわれ てい る公正価値,イ ンフ レ会計な どの理論的究明の ほかに,
会計実務 に携 わ る会計 人や財務 諸表 の監査人の 素質 の向 上 と養成,国 際基準移行 コス トの確 保な どの問
題である。 さらに,個 々の企業 が会計 法規 に基づい て 自己の会計方針 を形 成 し,連 結財務 諸表 をは じめ
とする財 務諸表 を主体的 に作成 ・提 出 してい くビジネ ス環境 の創 出 も必要であ る([24]6,[25]6)。
ソ連邦崩壊後 の会 計改革 に よって西側 の会 計系譜の 中の1っ としての ロシア会計 システムが構築 され
てきた いま,非 国 有企業が完 壁な 私的企 業へ と転換 しよ うとしてい る段階で 、その ロシア会計基準 と国
際基準 との調 和化が段階 的に進 め られ よ うと してい る。
★ 脱稿 後,2003年7月22日 付財務 省 令 で 国際会 計基 準 にい っそ う接 近 させ た新 しい財 務諸 表 の


















潜在 的な潜伏時の会計 改革にっいては,[8]の第18章2節 「ペ レス トロイカ と会計 改革」 を参照。
民営 化の第2段 階に対応 した会計改革については,[8]の第1部 『ロシア会計の現代一転換期 の ロシ
ア会計」 を参照。
例えば,ロ シア中央銀行 は銀行会計 の監査活動規程(1997年)を制定 し,こ の会計規程は第U段 階
に位 置づ け られ ていた([8]の第2章2節 「会計法 規の体系」 を参照)b
会計 と財務 諸表 の規 程 を第1段 階の会計 法規 とす ることは,こ の規程 に法律的性格 を付与する こと
になる。 それ は ロシア会計制度 の在 り方 とも関係 す るので,今後のその動向に留 意す る必要があ る。
その後,現 行 の勘定科 目表 は,fiBy17/02,llBy18/02の新設に よって2003年5月7目 に補足 ・
変 更 され ている[14]。
第3と 第4の 指 向について は,[8]の第9章 「監査制度の創出」を参照。
「企業 活動会議」 については[7]を参照。
省 庁間委員 会での検討 では,ロ シア と同 じバ リア ン トを採 る国 としてEUメ ンバ ー(ド イ ツ,フ ラ
ンス,オ ランダ,オ ー ス トリア,ス ウェーデ ン等)を,そ れ とは別のバ リアン トを採 る国 としてバル
バ トス,ブ ルネイ,バ ー レイン,ハ イチ,ホ ンジ ュラス,ジ ャマイカ,マ ラウイ,マ ル タ,ト リニ
ダー ド ・トバ ゴ,ジ ンバ ブエ等 をそれぞれ 挙げている([26]29)。












[7]加 藤i志 津 子,プ ー チ ン 政 権 と ロ シ ア 財 閥,『 経 営 論 集 』,第50巻 第1号,2002年,
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